様式１　　　　　　　　　　　　　　　　H29　消費税軽減税率対応窓口相談等事業
専門家派遣利用申請書
山口県商工会連合会長　様

　　　　　　　　　　　　　   平成　　年　　月　　日申請
	住　　所
	〒


	商工会名
	
	商号・法人名
	

	
	
	代表者名
	                                   印

	取扱者名
	
	生年月日
	大・昭　　年　　月　　日（　　　歳）

	
	
	電話番号
	（　　　）　 -　  　FAX（　　）　-


　下記について、専門家派遣による指導をお願いします。

	企業の概要
	業　　種
	
	資   本   金
	円

	
	主要製品
（商品・サービス）
	
	従業員数
	①常時雇用　　 　 人

②パート　　　　人

	
	主要設備
	
	年間販売高

(又は生産高）
	　　　　万円

	
	創　　　業
	大・昭　   年 　月
	社　　 歴
	年（現地　　年）

	
	事業所規模
	敷地　　　　　㎡・建物　 　　　㎡

	依

頼

内

容
	（希望する指導内容）

※消費税軽減税率対応窓口相談等事業においての専門家派遣であることから、消費税の影響を記載した上で、依頼する相談内容とが結びつくこと。
記入例①：2年後の消費税増税・軽減税率制度の導入に際して、何を準備すればよいのか（制度の概要、主としてとインボイスについて）
記入例②：現在、消費税は価格転嫁できているものの、駆け込み需要の反動から売上
　　　　　や利益は減少している。今後の増税に向けて経営基盤の見直しを実施し、継続的な消費税転嫁が図れるよう、アドバイスをいただきたい。　等



※記載情報は、関係者間の連絡調整及び関係調査に使用させていただきます。※
